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貸借対照表 
(平成15年3月31日) 

                                  単位： 円 
資産の部 
Ⅰ 流動資産 
現金及び預金                       1,195,749,459 

     研究業務未収入金                          109,995,405 
     たな卸資産                                    176,959 
     前払金                                      2,279,264 
     その他                                        410,103 

流動資産合計                                          1,308,611,190 
 
Ⅱ 固定資産 

1. 有形固定資産 
工具器具備品            11,485,920 

      減価償却累計額          2,813,095       8,672,825 
       有形固定資産合計                          8,672,825 

2. 無形固定資産                
ソフトウェア        616,896 
無形固定資産合計              616,896 

          固定資産合計                                         9,289,721 
資産合計                                                     1,317,900,911 

 
負債の部 
Ⅰ 流動負債 
       運営費交付金債務                          894,320,433 
      預り金                                      6,376,840 
      未払金                                    400,535,460 
      未払費用                                    5,728,350 
       流動負債合計                                       1,306,961,083 

 
Ⅱ 固定負債 
      資産見返負債 

資産見返運営費交付金      3,256,079 
資産見返物品受贈額       6,033,642       9,289,721 
固定負債合計                                          9,289,721 
負債合計                                                     1,316,250,804 

 
資本の部 
Ⅰ 利益剰余金 
    積立金                            559,655 

当期未処分利益                                              1,090,452 
（うち当期総利益1,090,452） 
利益剰余金合計                                              1,650,107 

           資本合計                                                           1,650,107 
            負債資本合計                                                     1,317,900,911 
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損益計算書 
（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

                                                                             単位： 円
 
Ⅰ 経常費用 
 1. 研究業務費 
    （1）業務委託費           726,285,574 
   （2）人件費           427,173,570 
（3）減価償却費                      33,933 

    （4）その他           548,187,222      1,701,680,299 
   2. 一般管理費 
    （1）人件費           109,040,483 
    （2）減価償却費                   1,566,675 
   （3）その他           157,636,435           268,243,593 
経常費用合計                                 1,969,923,892 

 
Ⅱ 経常収益  
 1. 運営費交付金収益                   1,858,071,456 
 2. 普及業務収入 
   （1）監修料収入           479,976 
    （2）書籍販売収入          271,304         751,280 
 3. 受託収入                                             109,995,405 
   4. 資産見返運営費交付金戻入                    289,554 
   5.  資産見返物品受贈額戻入                      1,311,054 
   6. 財務収益 
     受取利息                            23,526 
   7. 雑益                                572,069 
 経常収益合計                                1,971,014,344 
 

Ⅲ 経常利益                                       1,090,452 
 
Ⅳ 当期純利益                                      1,090,452 
 
Ⅴ 当期総利益                                        1,090,452 
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キャッシュフロー計算書 
（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

                                                                                 単位： 円 
 
 
 Ⅰ 業務活動によるキャッシュフロー                    
    商品又はサービスの購入による支出                  －1,012,725,396 
    人件費支出                             －587,980,442 
    その他の業務支出                          －623,317,982 
    運営費交付金収入                           2,038,674,000 
    普及業務収入                                751,280 
    受託収入                               118,016,010 
    雑収入                                    572,069 
      小計                               －66,010,461 
    利息の受取額                                    32,195 
   業務活動によるキャッシュフロー                     －65,978,266 
 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュフロー 
    有形固定資産取得による支出                      －2,166,780 
   投資活動によるキャッシュフロー                     －2,166,780 
 
Ⅲ  財務活動によるキャッシュフロー                          0 

                                                                                         
Ⅳ 資金減少額                                68,145,046 
 
Ⅴ 資金期首残高                             1,263,894,505 
 
Ⅵ 資金期末残高                             1,195,749,459 
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利益の処分に関する書類 
（平成15年3月31日） 

単位： 円 
 

Ⅰ   当期未処分利益                              1,090,452 
    当期総利益                              1,090,452 
 
Ⅱ  利益処分額 
      積立金                                   1,090,452 
 
 

 

 
 

 

行政サービス実施コスト計算書 
（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

単位： 円 
 

Ⅰ 業務費用                                     1,858,581,612 
     損益計算書上の費用          
      研究業務費          1,701,680,299 
      一般管理費           268,243,593   1,969,923,892  
     （控除） 
      普及業務収入           －751,280 
      受託収入           －109,995,405 
      財務収益              －23,526 
      雑益               －572,069    －111,342,280  
 
 Ⅱ 引当外退職手当増加見積額                         26,322,215 

 
 Ⅲ 機会費用 
    国有財産無償使用の機会費用                       144,188,800 

 
 Ⅳ 行政サービス実施コスト                          2,029,092,627 
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注 記 

 

重要な会計方針 

１．運営費交付金収益の計上基準 
費用進行基準を採用しております。 

２．減価償却費の会計処理方法 
   有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
  工具器具備品  4年～8年 
  ソフトウェア  5年 
３．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の退職手当については財源処置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上して 
おりません。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職 
金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   貯蔵品は、最終仕入原価法を採用しております。 
５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。 

６．消費税の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 
 
 

貸借対照表注記 

期末における退職手当の要支給総額の見込額は、289,425,326円であります。 
 
 

キャッシュフロー計算書注記 

人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。 
 
 

行政サービス実施コスト計算書注記 

  国有財産の無償使用面積は、1,578.50㎡であります。 
   1,578.5㎡÷3.3㎡×25,120円×12ヶ月＝ 144,188,800円 
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附属明細書 
 

固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細 
単位： 円 

  
資産の種類 

 
期首 
残高 

 
当期 
増加額 

 
当期 
減少額 

 
期末 
残高 

減価償却

累計額 当期償却額 
 
差引当期

末残高 

 
摘要 

工具器具備品 9,204,900 2,281,020 0 11,485,920 2,813,095 1,491,744 8,672,825  
         

有形固定資産 
（償却費損益内） 

計 9,204,900 2,281,020 0 11,485,920 2,813,095 1,491,744 8,672,825  
工具器具備品 9,204,900 2,281,020 0 11,485,920 2,813,095 1,491,744 8,672,825  
         

有形固定資産 
合計 
 計 9,204,900 2,281,020 0 11,485,920 2,813,095 1,491,744 8,672,825  

ソフトウェア 0 725,760 0 725,760 108,864 108,864 616,896  

         
無形固定資産 

計 0 725,760 0 725,760 108,864 108,864 616,896  

 
 

たな卸資産の明細 
単位： 円 

当期増加額 当期減少額  
種 類 

 
期首残高 

 
当期購入 払出 

 
期末残高 

 
摘 要 

貯蔵品：書籍 109,032 324,350 256,423 176,959  
      
合 計 109,032 324,350 256,423 176,959  

 

有価証券の明細 
  該当事項ありません。 
 
 

資本金及び資本剰余金の明細及び増減 
  該当事項ありません。 
 
 

目的積立金の取崩しの明細  
 該当事項ありません。 
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運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

 
（1）運営費交付金債務                                                        単位： 円 

当期振替額 交付年度 期首残高 交付金当 
期交付額 運営費交付

金収益 
資産見返運

営費交付金 
小 計 

期末残高 

13年度 716,724,669 0 716,724,669 0 716,724,669 0 
14年度 0 2,038,674,000 1,141,346,787 3,006,780 1,144,353,567 894,320,433 

合 計 716,724,669 2,038,674,000 1,858,071,456 3,006,780 1,861,078,236 894,320,433 
 
（2）運営費交付金収益                                      単位： 円 
業務等区分 13年度交付分 14年度交付分 合 計 

研究業務 716,724,669 874,669,869 1,591,394,538 
一般管理費 0 266,676,918 266,676,918 
合  計 716,724,669 1,141,346,787 1,858,071,456 

 
 
 

役員及び職員の給与費の明細 
単位： 円 

     報酬又は給与       退職手当 区 分 
支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 31,136,030 4.0 0 0 
職 員 505,078,023 69.9 1,662,400 6 
合 計 536,214,053 73.9 1,662,400 6 

 
（注）役員に対する報酬及び退職手当は、その役員の業績と、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬及び経済産 
業研究所の実績その他の事情を考慮して決定しております。 
職員に対する給与及び退職手当は、その職員の勤務成績と研究所の実績を考慮し、社会の一般情勢に適合した 
ものとしております。 

（注）支給人員数は、年間平均人員数によっております。 
（注）職員には、非常勤職員及び出向職員を含んでおります。 
（注）報酬又は給与には、法定福利費は含めておりません。 
 
 
 

セグメント情報 
当法人は、内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究、その成果の活 
用による政策提言・普及活動、及びそれらを支援するための資料収集管理を一体的な業務として運営しているの 
で、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

 


